
※就職者数（率）とは、就職希望者数のうち就職した人数の割合です。

就職・進学実績
C A M P U S  L I F E

文教育学部 理学部 生活科学部 計

2017年度

卒業者数 230 137 153 520
進学者数（率） 50（22％） 91（66％） 39（25％） 180（35％）
就職希望者数（率） 153（67％） 37（27％） 101（66％） 291（56％）
就職者数（率） 148（97％） 37（100％） 99（98％） 284（98％）
その他（率） 32（14％） 9（7％） 15（10％） 56（11％）

2016年度

卒業者数 212 145 138 495
進学者数（率） 42（20％） 95（66%） 40（29%） 177（36%）
就職希望者数（率） 149（70％） 46（32%） 97（70%） 292（59%）
就職者数（率） 143（96%） 44（96%） 96（99%） 283（97%）
その他（率） 27（13%） 6（4%） 2（1%） 35（7%）

2015年度

卒業者数 221 129 140 490
進学者数（率） 37（17%） 81（63%） 43（31%） 161（33%）
就職希望者数（率） 173（78%） 46（36%） 88（63%） 307（63%）
就職者数（率） 166（96%） 41（89%） 88（100%） 295（96%）
その他（率） 18（8%） 7（5%） 9（6%） 34（7%）

2014年度

卒業者数 224 136 146 506
進学者数（率） 53（24%） 100（74%） 46（32%） 199（39%）
就職希望者数（率） 158（71%） 33（24%） 96（66%） 287（57%）
就職者数（率） 156（99%） 33（100%） 96（100%） 285（99%）
その他（率） 13（6%） 3（2%） 4（3%） 20（4%）

　　

人文科学科（哲学・倫理学・美術史）
静岡県庁
株式会社マピオン
新座市役所
ベストファーム株式会社
公益財団法人日本生産性本部
株式会社インフォメーションクリエーティブ
株式会社ＦＴＧカンパニー
北区役所
山梨県庁
株式会社ランドコンピューター
株式会社さなる
株式会社ヴィノスやまざき
株式会社JR博多シティ
長野県信用組合
(慶応義塾大学)

人文科学科（比較歴史学）
特許庁
株式会社ＤＭＧ森精機
東京高等裁判所
株式会社日本経済新聞社
東京都庁
太陽日酸株式会社
財務省東北財務局
一般社団法人共同通信社
長野県庁
株式会社第一ビルディング
明治安田生命保険相互会社
国土交通省
一般社団法人　全国農協観光協会
コーセー化粧品株式会社
日本銀行　横浜支店
豊川市役所
知多市役所
茨城県教育委員会
大和証券投資信託委託株式会社
ニッセイ情報テクノロジー株式会社
株式会社シンカーミクセル
厚生労働省
日本総合研究所

(丸善雄松堂株式会社)
(国立国会図書館)

人文科学科（地理学）
日本貿易振興機構
株式会社ナンバー
株式会社シグマクシス
ハッピーテラス株式会社
株式会社帝国書院
イオンモール株式会社
公益財団法人東京都道路整備保全公社
JFEシステムズ株式会社
警視庁
日本精工株式会社
日本放送協会
株式会社ブリヂストン
アクセンチュア株式会社
株式会社オープンハウス
独立行政法人中小企業基盤整備機構
株式会社プレック研究所
株式会社千葉銀行
株式会社NTTドコモ

言語文化学科（日本語・日本文学）
学校法人駿河台学園
一般社団法人徳島新聞社
ミサワホームイング株式会社
プラス株式会社
水城高等学校
株式会社学研プラス
株式会社八十二銀行
加藤憲G.R.S.株式会社
国立国会図書館
日本郵便株式会社
株式会社ゆうちょ銀行
サクシード株式会社
大分県庁
株式会社日本入試センター
京葉ガス株式会社
弘前市役所
埼玉県庁

沖電気工業株式会社
株式会社岩手日報社
学校法人産業能率大学総合研究所
日本赤十字社
株式会社プライムクロス
日本出版販売株式会社
東京都庁
群馬県庁
株式会社セブン・イレブン・ジャパン
日本芸術文化振興会
株式会社ローカルイノベーション
桐朋学園女子中学校・高等学校
株式会社八千代銀行
みずほフィナンシャルグループ
LEGOLANDjapan
アンダーソン・毛利・友常法律事務所
国立国会図書館
水戸市役所
宮崎市役所
(群馬県教育委員会)
(公益財団法人東京都福祉保健財団)

言語文化学科（中国語圏言語文化）
株式会社テムジン
株式会社ＤＯＴ
株式会社パソナ
国土交通省
スルガ銀行株式会社
埼玉県庁
株式会社ランドコンピューター
日本ATM株式会社
(東京貿易ホールディングス)
(都内一般社団法人セメント協会)

言語文化学科（英語圏言語文化）
日本交通株式会社
東京都立産業技術研究センター
エイベックス株式会社
株式会社ナガセ
国土交通省
株式会社テックス

日本電気株式会社
独立行政法人日本年金機構
日本赤十字社
アクセンチュア株式会社
サントリーホールディングス 株式会社
株式会社セガゲームス　コンシューマオンラインカンパニー
株式会社サン・フレア
東京海上日動火災保険株式会社
株式会社太平社
総務省
静岡県教育委員会
株式会社関電工
高見株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社
損害保険ジャパン日本興亜株式会社
全日本空輸株式会社
株式会社みずほフィナンシャルグループ
衆議院事務局
株式会社マイナビ
茨城県庁
株式会社生活科学運営
ダイアナ株式会社
株式会社ANA　Cargo
(一般社団法人自動車工業会)
(神奈川県庁)
(アンダーソン・毛利・友常法律事務所)
(早稲田大学)

言語文化学科（仏語圏言語文化）
株式会社豊田中央研究所
アンダーソン・毛利・友常法律事務所
三井物産株式会社
日本通運株式会社
株式会社オーティーエス
信組情報サービス株式会社
ヤマトロジスティクス株式会社
株式会社ヒューマネージ
株式会社テレビ宮崎
株式会社あとらす二十一
フランス教育省

文教育学部

■ 就職・進学（2014年～ 2017年）

■ 学科別就職先一覧（2016年度・2017年度） ※（　）は大学院修了者の就職先
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株式会社源吉兆庵
横浜市役所
株式会社アルファ
株式会社AOKI
岡山交通株式会社
オリックス・クレジット株式会社
株式会社ホープ
公立学校共済組合
弥生株式会社
(大和市役所)

人間社会科学科（社会学）
オリックス生命保険株式会社
株式会社インテージテクノスフィア
日本生命保険相互会社
益田市役所
株式会社大広
ＮＳステンレス株式会社
全国市町村職員共済組合連合会
株式会社オーイーシー
アクセンチュア株式会社
総務省
株式会社レナウン
株式会社コサウェル
株式会社ぱむ
独立行政法人国際観光振興機構
東京都庁
株式会社ベネッセスタイルケア

人間社会科学科（教育科学）
マークスラインＡＳ
パーソナルキャリア株式会社
東京都教育委員会
国立国会図書館
オリックス生命株式会社

数学科
アドバンズソフト株式会社
明治安田生命保険相互会社
学校法人神奈川学園
財団法人日本数学検定協会
日本銀行
東日本電信電話株式会社
株式会社NTTデータ
株式会社三菱ＵＦＪ銀行
株式会社 シイエム・シイ
三菱UFJモルガンスタンレー証券株式会社
SCSK株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
株式会社メイズ
アメリカンファミリー生命保険会社
株式会社かんぽ生命保険
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
東洋高等学校
ソニー株式会社
第一生命保険株式会社
野村證券株式会社
株式会社資生堂
株式会社紀陽銀行
双葉鉄道工業株式会社
(野村信託銀行株式会社)
(日本銀行)
(学校法人桜陰学園)
(株式会社ディー・エヌ・エー )

物理学科
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構
パナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社
株式会社富士通ソーシアルサイエンスラボラトリ
ラムリサーチ株式会社
パーソルテクノロジースタッフ株式会社
青山コーポレーション株式会社

国立情報学研究所
千葉県教育委員会
香川県庁
住友生命保険相互会社
株式会社SMBC信託銀行
文京区役所
三井住友信託銀行株式会社
東京都庁
さいたま市役所
株式会社EDUCOM
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
株式会社三井住友銀行
内閣府
アビームコンサルティング株式会社
株式会社日本総合研究所
(東京都教育委員会)

人間社会科学科（心理学）
住友林業ホームエンジニアリング株式会社
株式会社デンソー
株式会社光文社
日本アンテナ株式会社
ＮＴＴコムウェア株式会社
東京都庁
ＴＩＳ株式会社
ニッセイ情報テクノロジー株式会社
キヤノンマーケティングジャパン株式会社
パーソナルキャリア株式会社（旧株式会社インテリジェンス）
株式会社生活の友社
裁判所
株式会社リクルートメディカルキャリア
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
浜松市役所
人事院
家庭裁判所

原子力規制庁
株式会社パソナキャリアカンパニー
東日本電信電話株式会社
(京セラコミュニケーションシステム株式会社)
(三菱重工業株式会社)
(新日鐵住金株式会社)

（NECプラットフォームズ株式会社）
（株式会社リソッドアーツ）
（リコー株式会社）
（ジブラルタ生命保険株式会社）
（株式会社日立製作所）
（日産自動車株式会社）

化学科
WDB株式会社
星野学園中学校　星野学園高等学校
特許庁
資生堂ジャパン株式会社
スミセイ情報システム株式会社

（トヨタ自動車株式会社）
（花王株式会社）
（TOTO株式会社）
（栄研化学株式会社）
（山崎製パン株式会社）
（TDK株式会社）
（スミセイ情報システム株式会社）
（株式会社ブリヂストン）
（旭硝子株式会社）
（ＤＩＣ株式会社）
（埼玉県教育委員会）
（株式会社野村総合研究所）
（日立化成株式会社）
（新日鐵住金株式会社）

生物学科
アズワン株式会社
サクシード株式会社

株式会社ゆうちょ銀行
アクセンチュア株式会社
(株式会社ケイブ)
(株式会社サクライ楽器店)
(株式会社パソナ)
(アクセンチュア株式会社)
(株式会社インソース)

グローバル文化学環
株式会社ＥＤＵＣＯＭ
株式会社マスメディアン
PwC コンサルティング/アドバイザリー合同会社
日本放送協会
株式会社日立製作所
三菱ケミカル株式会社
ヒルトン
株式会社幕張メッセ
日本ビジネスシステム株式会社
株式会社ニックス
ブルームバーグ
株式会社パソナ
防衛省
東京都庁
株式会社博報堂
ミサワホーム株式会社
長島・大野・常松法律事務所
関東信越厚生局
株式会社ブリヂストン
村田機械株式会社
株式会社ワークスアプリケーションズ
TOTO株式会社
株式会社ベネッセコーポレーション
株式会社ポーラ・オルビスホールディングス
株式会社ジェイアール東日本企画
株式会社あとらす二十一

東京海上日動火災保険株式会社
KDDI株式会社
株式会社ＮＴＴドコモ
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
日本たばこ産業株式会社
アビームコンサルティング株式会社
一般財団法人日本品質保証機構（JQA)
株式会社コーセー
東京海上日動システムズ株式会社
株式会社野村総合研究所
株式会社プレック研究所
株式会社フォアキャスト・コミュニケーションズ
NECソリューションイノベータ株式会社
厚生労働省
味の素冷凍食品株式会社
株式会社TOKAIコミュニケーションズ

（日本電気株式会社）
（大和証券株式会社）
（アサヒ飲料株式会社）
（富士フィルムメディカルITソリューションズ株式会社）
（イーピーエス株式会社）
（キューピー醸造）
（アクセンチュア株式会社）
（国立研究開発法人科学技術振興機構）
（株式会社三菱ＵＦＪ銀行）
（アース製薬株式会社）
（埼玉県庁）
（SMK株式会社）
（三菱重工業株式会社）
（SCSK株式会社）
（株式会社ジール）

情報科学科
田中セラタ事務所
富士ソフト株式会社
アクセンチュア株式会社
防衛省

株式会社中日新聞社
東京ガス株式会社
アクセンチュア株式会社
(株式会社システム設計事務所)

芸術・表現行動学科（舞踊教育学）
全日本空輸株式会社
コムチュア株式会社
株式会社ワタベウェディング
レイス株式会社
神奈川県庁
チャコット株式会社
国立大学法人お茶の水女子大学
高見株式会社
日本航空株式会社
(アキレス株式会社)
(コネクシオ株式会社)
(株式会社日立ソリューションズ)

芸術・表現行動学科（音楽表現）
コカ・コーライーストジャパン株式会社
株式会社日本政策投資銀行
株式会社大和総研ホールディングス
hario株式会社
防衛省
国立大学法人東京大学
大和証券株式会社
一般社団法人全日本ピアノ指導者協会
明治安田生命保険相互会社
株式会社北國新聞社
新日鐵住金株式会社
(宮崎県公立学校教員)
(国立大学法人お茶の水女子大学)
(株式会社宮地商会（通称 宮地楽器）)
(ＲＫＢ毎日ホールディングス)

株式会社野村総合研究所
株式会社ソフトクリエイトホールディングス
日本銀行
株式会社JR東日本情報システム
みずほ情報総研株式会社
株式会社NTTデータ
富士フイルム株式会社
株式会社ＮＴＴドコモ
フューチャーアーキテクト株式会社
株式会社コナミデジタルエンタテイメント
株式会社リクルートホールディングス
ＴＩＳ株式会社
日本郵政株式会社
株式会社共同テレビジョン

（凸版印刷株式会社）
（ヤマハ株式会社）
（株式会社クリエイト エス・ディー）
（楽天株式会社）
（東日本電信電話株式会社）
（日本電信電話株式会社）
（株式会社野村総合研究所）
（株式会社ワークスアプリケーションズ）
（株式会社デンソー）
（株式会社ＮＴＴドコモ）
（NTTコミュニケーションズ株式会社）
（防衛省）
（アクセンチュア株式会社）
（ヤフー株式会社）
（日本放送協会）
（日産自動車株式会社）
（株式会社電通）
（ＮＴＴ東日本）
（東京都庁）
（大和総研）
（キヤノン株式会社）
（株式会社NTTデータ数理システム）
（株式会社DeNA）

理学部
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就職・進学実績
C A M P U S  L I F E

食物栄養学科
株式会社日立システムズ
太陽日酸株式会社
秋田市役所
株式会社アスパーク
カゴメ株式会社
一般社団法人共同通信社
株式会社アントステラ
雪印メグミルク株式会社
キリンビバレッジ株式会社
味の素冷凍食品株式会社
一般財団法人日本食品分析センター
福井県庁
ニッセイ情報テクノロジー株式会社
宮崎市役所
日本新薬株式会社
富山市役所
株式会社グリーンハウス
SCSK株式会社
パナソニックシステムネットワークス
　ソリューションジャパンカンパニー
株式会社ロピア
株式会社崎陽軒
株式会社永谷園
キヤノンITソリューションズ株式会社
湖山医療福祉グループ 医療法人社団水澄み会
レバレジーズ株式会社
株式会社マルハニチロ
東京都庁
日本製粉株式会社
日清オイリオグループ株式会社
(株式会社メディックメディア)
(株式会社ドトールコーヒー )
(日清製粉株式会社)
(ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社)
(キユーピー株式会社)
(独立行政法人農畜産業振興機構)
(株式会社ポーラ)
(株式会社ツムラ)
(パナソニック株式会社)
(エスビー食品株式会社)
(国立研究開発法人農業・

 食品産業技術総合研究機構)
(東京都庁)
(エスビー食品株式会社)
(アクセンチュア株式会社)
(花王株式会社)
(横浜油脂工業株式会社)
(ハウス食品株式会社)
(株式会社野村総合研究所)
(ミヨシ油脂株式会社)
(キッコーマン株式会社)
(三菱ＵＦＪモルガンスタンレー証券株式会社)
(森永製菓株式会社)
(パナソニック株式会社)
(株式会社毎日新聞社)
(ポラス株式会社)

(キッコーマン株式会社)
(パナソニック株式会社)
(一般財団法人日本食品分析センター )

人間・環境科学科
株式会社manma
明治株式会社
株式会社アガサス
国立大学法人東京大学
横河電機株式会社
ＪＲ東日本ビルテック株式会社
農林水産省
第一生命保険株式会社
横浜市役所
株式会社LIXIL
株式会社フージャースホールディングス
日本航空株式会社
株式会社そごう・西武
ダイキン工業株式会社
日産自動車株式会社
大和ラフネクスト株式会社
Intel株式会社
株式会社インテージテクノスフィア
株式会社清水銀行
三菱UFJインフォメーションテクノロジー株式会社
YKK AP株式会社
有限会社ｎｅｎｄｏ
株式会社アキュラホーム
アクセンチュア株式会社
東日本電信電話株式会社
東京電力ホールディングス株式会社
株式会社大分銀行
キーエンス株式会社
積水ハウス株式会社
日本銀行
株式会社NTTデータ

（株式会社タニタ）
（株式会社丹青社）
（株式会社プランテック総合計画事務所）
（水道機工株式会社）
（大和ハウス工業株式会社）

人間生活学科（発達臨床心理学）
株式会社ファミリア
株式会社日本テレビアックスオン
代々木ゼミナール
丸紅株式会社
株式会社キャリアフィールド
学校法人上中里学園上中里幼稚園
名古屋市役所
株式会社野村総合研究所
甲府市役所
株式会社白泉社
森永製菓株式会社
株式会社パナソニック
日本銀行
愛光女子学園

アディーレ法律事務所
大日本印刷株式会社
財団法人休暇村協会
株式会社リンク・イベント・プロデュース
尚徳福祉会沼袋西保育園
アクセンチュア株式会社
法務省関東地方更生保護委員会
東京海上日動あんしん生命株式会社
江東区役所
東京都庁
TIS株式会社
日本放送協会
法務省東京入国管理局
資生堂ジャパン株式会社
株式会社リンク・リレーション・エンジニアリング
株式会社星野リゾート
札幌テレビ放送株式会社
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

（学習院幼稚園）
（千葉市役所）
（川崎市総合教育センター）
（昭和女子大学附属認定こども園）
（法務省矯正局）
（葛飾区子ども総合センター）
（東京都庁）

人間生活学科（生活社会科学）
花王株式会社
アクセンチュア株式会社
株式会社西武ホールディングス
日本リサーチセンター
株式会社エス・エム・キャリア
首都高速道路株式会社
全日本空輸株式会社
東京都庁
中央労働災害防止協会
日本銀行
株式会社北國銀行
株式会社ベクトル
財務省関東財務局
栃木県庁
株式会社インテージリサーチ
独立行政法人都市再生機構
裁判所
株式会社シー・アイ・シー
株式会社日本政策金融公庫
株式会社日立製作所
株式会社インフォセンス
フューチャーアーキテクト株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
日本コープ共済生活協同組合連合会
埼玉県庁
四季株式会社（劇団四季）
ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社
農林中央金庫
石川県庁
多摩市役所

東京都庁
アクセンチュア株式会社
株式会社日本ロレアル
鈴榮特許綜合事務所
みずほ情報総研株式会社
神奈川県庁
オルビス株式会社
一般社団法人全国銀行協会
埼玉県庁
第一生命情報システム
NTTコミュニケーションズ株式会社
株式会社幻冬舎メディアコンサルティング
株式会社インテージテクノスフィア
杉並区役所
日本ヒューレット・パッカード株式会社
ネットワンシステムズ株式会社
成田国際空港株式会社
株式会社ニチレイ
株式会社丸井グループ
日本ユニシス株式会社
株式会社ゆうちょ銀行
独立行政法人国際協力機構
財務省関東財務局
日本取引所グループ
株式会社ベネッセコーポレーション

人間生活学科（生活文化学）
日本航空株式会社
株式会社ヒューネット
株式会社ビーワークス
国立研究開発法人理化学研究所
東京書籍株式会社
株式会社イビサ
株式会社ベルーナ
東京都庁
株式会社ムービック
千葉県庁
株式会社野村総合研究所
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
日本航空ビルデング株式会社
株式会社マインドウインド
長野県庁
東京都特別区
株式会社バロックジャパンリミテッド
株式会社朱夏
理研ビタミン株式会社
株式会社ワークスアプリケーションズ
横浜市役所
三井住友信託銀行株式会社
消費者庁
株式会社北國銀行
日本証券業協会
アクセンチュア株式会社
フューチャーアーキテクト株式会社

（国立大学法人東京大学）

生活科学部
※（　）は大学院修了者の就職先■ 学科別就職先一覧（2016年度・2017年度）
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学修支援 ～主体的な学びを支えるシステム～

C A M P U S  L I F E

大学公式webサイト以外にも、学内はもちろ
ん学外からでも授業や学生生活に関する情報
にアクセスできる「学生ポータルサイト」を開設
しています。休講や教室変更など授業に関する
情報や、学生生活上の重要な情報を随時掲載し
ています。

なお、「学生ポータルサイト」にアクセスする
ためには入学時に配布する「お茶大アカウン
ト」が必要となりますので、本学学生のみ閲覧

することができます。
開講される授業に関する情報は、webシラバス

に掲載されています。授業で使用される言語、単
位数、履修年次、担当教員名、開講学期、開講曜
日・時限・教室等の基本的な情報に加えて、受講
条件、成績評価の方法、各回の授業計画、担当教
員から学生へのメッセージなどが掲載されてい
ます。webシラバスについては、本学学生以外の
方も、インターネットで閲覧することができます。

学生ポータルサイトとシラバス

学修状況チェックシステムalagin

ラーニング＆スタディ・ポートフォリオsuper alagin

学修相談窓口

オンライン学修支援

学修を支援するため、オンラインのシステム
を利用する授業もあります。このシステムを利
用することで、担当教員は、授業サイトで学生
に資料を提示する、学生が提出したレポートを
受領する、レポートに対するコメントのフィー
ドバックを行うことなどができます。学生は、教
員が提示した資料をダウンロードする、動画や

音声ファイルをブラウザ上で再生する、個人レ
ポートを提出することなどができます。また、履
修学生同士で、オンライン上でディスカッション
することもできます。

これらのシステムは、インターネットを通じ
て、どこからでも利用することができます。

本学では学生の皆さん一人ひとりの学びの
成果をwebでいつでもチェックできるalaginと
いうシステムを開発し、運用しています。これに
より、学期毎の成績の一覧はもちろん、入学以
来の成績の推移や単位の取得状況、履修した
授業ごとの成績のあり方とそのなかでの自分の

位置づけなどを一目で確認できます。そのため
成果に応じた履修計画の立案や、先々の学修に
あたり留意すべきことは何かを知るうえで助け
になります。本学が大事にする皆さんの主体的
な学びを促進する情報ツールのひとつです。

大学での学びは、必ず履修する科目の他に、
自分で選択して履修する科目もあります。いつ、
どのような科目を履修するのか、履修計画を自
分で作成していくことになります。

高校までの学習と比較すると、科目選択の自
由度が高くなるため、興味や関心によって、学生
一人一人の履修する時間割は異なることが一
般的です。自分自身の責任で科目を履修してい

くため、不安になることがあるかもしれません。
学生一人一人の履修計画・時間割の作成を

はじめ、外国語科目や資格取得に係る科目の履
修等、様々な相談に対応するため、学修相談の
窓口を設置しています。

各学部学科の教員、学務課職員、そして学修
相談窓口のスタッフが連携して、学生の主体的
な学びをサポートします。

大学での学びは授業（ラーニング）のほかに
学生の皆さん一人ひとりの個性に沿った独自
の探究・研究（スタディ）があります。前者には
大学の教学ポリシーが反映されています。それ
と相伴い両者の学びには学生固有のポリシー
もあるはずです。super alaginはその学生個々
独自のポリシーを明確にして、授業の成績では

表せない多様な学びの成果を主体的・積極的
に呈示していくシステムです。このポートフォリ
オは学びの振り返り基盤であるとともに、イン
ターネットによるコンテンツの情報公開・発信
システムにもなっているため、個々の学びの成
果を広く外部に報じ、結びつけていくうえでも役
に立ちます。
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